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１．30代女性の増減率 
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２．30代男性の増減率 



３．合計特殊出生率（女性子ども比） 



４．実質社会増減率 

＊2015年における各自治体の5～69歳
人口と2010年における０～64歳人口を

比較し、全国の各年代生残率による自
然減部分を控除して、実質的な社会増
減率を算出 



５．子ども人口安定化に必要な定住増加人数 

＊30年後・2045年時点において、2015年比で子ども人

口の減少を１割以内で留めるために必要な定住増加人
数を1,000人当たりでシミュレーション。 
 
＊定住増加パターンは、20代前半男女・30代前半子連
れ（４歳以下）夫婦・60代前半夫婦の定住増加を同組数
増やすとしてシミュレーション。 



６．総合的な人口安定化に必要な定住増加人数 

＊30年後・2045年時点において、 
 
①2015年比で総人口の減少を１割以内で留める 
②2015年比で高齢化率上昇ストップまたは40％以内にす
る 
③2015年比で子ども人口の減少を１割以内で留める 
 
以上の３つの人口安定化要件をすべて満たすために必
要な定住増加人数を1,000人当たりでシミュレーション。 
 
＊定住増加パターンは、20代前半男女・30代前半子連れ
（４歳以下）夫婦・60代前半夫婦の定住増加を同組数増
やすとしてシミュレーション。 
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